
 

  

富 士 見 市 建 設 工 事 低 入 札 価 格 調 査 実 施 要 領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、地方自治法施行令第１６７条の１０第１項（令第１６７条の 

 １３において準用する場合を含む。）の規定により、落札者を決定するための低入

札価格調査を実施するために必要な事項を定めるものとする。 

（対象とする契約） 

第２条 低入札価格調査の対象とする契約は、建設工事請負契約のうち総合評価方式

により入札を行うものとする。 

（調査基準価格）    

第３条 市長は、前条に規定する契約を締結しようとする場合は、当該契約の内容に

適合した履行がされないおそれがあると認める際の判断基準となる価格（以下「調

査基準価格」という。) をあらかじめ定めるものとする。 

２ 調査基準価格は、予定価格算出の基礎となった次の各号に掲げる算定方法によっ

て得た額の合計額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。ただし、その額が予

定価格に１０分の９．２を乗じて得た額を超える場合にあっては１０分の９．２と

し、予定価格に１０分の７．５を乗じて得た額に満たない場合にあっては１０分の

７．５を乗じた額とする。 

(1) 直接工事費の額に１００分の９７を乗じて得た額（円未満切り捨て） 

(2) 共通仮設費の額に１００分の９０を乗じて得た額（円未満切り捨て） 

(3) 現場管理費の額に１００分の９０を乗じて得た額（円未満切り捨て） 

(4) 一般管理費等の額に１００分の６８を乗じて得た額（円未満切り捨て） 

３ 前項の規定により調査基準価格を定めることが困難な場合は、前項の規定にかか

わらず、予定価格の１０分の７．５以上１０分の９．２以下の範囲内で市長が定め

た額を調査基準価格とする。 

４ 調査基準価格の算出に当たっては、第２項各号の額を合計した段階で百円未満の

端数は切り捨て、端数整理後の額に１００分の１１０を乗じることとする。 

 また、第２項のただし書きの規定及び前項の規定により調査基準価格を定めるも

のについては、予定価格の税抜きで計算を行うものとし、百円未満の端数を切り捨



 

て、端数整理後の額に１００分の１１０を乗じた額とする。ただし、下限値を使う

場合、若しくは端数整理後の額が予定価格の税抜きに下限値を乗じた額を下回る場

合は、百円未満の端数を切り上げ、端数整理後の額に１００分の１１０を乗じた額

とする。 

（失格基準価格） 

第４条 市長は、第２条に規定する契約を締結しようとする場合において、当該契約

の内容に適合した履行がされないと認められる場合の基準となる価格（以下「失格

基準価格」という。）を定めるものとし、失格基準価格を下回る価格で入札をした

者は、失格とする。 

２ 失格基準価格は、予定価格算出の基礎となった次の各号に掲げる算定方法によっ

て得た額の合計額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。ただし、その額が予

定価格に１０分の７．５を乗じて得た額に満たない場合にあっては１０分の７．５

を乗じた額とする。 

(1) 直接工事費の額に１００分の９０を乗じて得た額（円未満切り捨て） 

(2) 共通仮設費の額に１００分の８０を乗じて得た額（円未満切り捨て） 

(3) 現場管理費の額に１００分の８０を乗じて得た額（円未満切り捨て） 

(4) 一般管理費等の額に１００分の３０を乗じて得た額（円未満切り捨て） 

３ 前条第３項の規定により調査基準価格を定めた場合は、前項の規定にかかわらず

調査基準価格を下回る範囲で、市長が定める額とする。ただし、その額は予定価格

に１０分の７．５を乗じて得た額を下回らない額とする。 

４ 失格基準価格の算出に当たっては、第２項各号の額を合計した段階で百円未満の

端数は切り捨て、端数整理後の額に１００分の１１０を乗じることとする。  

また、前項の規定により失格基準価格を定めるものについては、予定価格の税抜

きで計算を行うものとし、百円未満の端数を切り捨て、端数整理後の額に１００分

の１１０を乗じた額とする。 

（調査基準価格を下回る価格による入札） 

第５条 入札の結果、予定価格の制限の範囲内の最低の価格が、調査基準価格を下回

る価格で、かつ、失格基準価格以上の価格であったときは、その価格の入札をした 

者（以下「最低価格入札者」という。）について、当該入札に係る落札者の決定は 

保留し、次条に規定する低入札価格調査を行う。 



 

（低入札価格調査等） 

第６条 市長は、低入札価格調査（最低価格入札者に対して、契約の内容に適合した

履行がされるかどうかの事情聴取その他の調査を行うことをいう。）を行い、当該 

調査の結果に基づいて最低価格入札者を契約の相手方とすることの適否を審査する。 

２ 前項の調査及び審査は、入札執行担当課長、当該低入札価格調査の対象となった

工事を発注した課長（これに相当する室長及び所長を含む。）及び入札執行担当課

長が指名する職員により行う。 

３ 低入札価格調査は、次の各号に掲げる様式を用いて行う。 

(1) 低入札価格調査に係る書類の提出について（様式第１号） 

(2) 当該価格で入札した理由（様式第２号） 

(3) 直接工事費に係る内訳明細書（様式第３号） 

(4) 共通仮設費に係る内訳明細書（様式第４号） 

(5) 配置予定技術者名簿（様式第５号） 

(6) 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（様式第６号） 

(7) 手持ち工事の状況（対象工事関連）（様式第７号） 

(8) 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（様式第８号） 

(9) 下請予定業者等一覧表（様式第９号） 

(10) 手持ち資材の状況（様式第１０号） 

(11) 資材購入予定先一覧（様式第１１号） 

(12) 手持ち機械の状況（様式第１２号） 

(13) 機械リース元一覧（様式第１３号） 

(14) 労務者の確保計画（様式第１４号） 

(15) 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（様式第１５号） 

(16) 建設副産物の搬出予定の状況（様式第１６号） 

(17) 誓約書（様式第１７号） 

(18) その他低入札価格調査に必要と認める様式 

４ 前項に規定する低入札価格調査について、入札執行担当課長は、調査の一部を省

略することができる。 

５ 入札執行担当課長等は、別紙調査書（様式第１８号）を作成し、市長の決裁を受

けるものとする。 



 

６  審査の結果、契約の内容に適合した履行がされると認められる場合は、最低価格 

入札者を落札者とし、入札執行担当課長は、その者を落札者とし通知するとともに、 

他の入札者全員に対してその旨を知らせるものとする。履行がされないおそれがあ

ると認められる場合は、当該最低価格入札者を落札者とせず、予定価格の範囲内に 

おいてその者に次ぐ低価格をもって入札をした者（以下「次順位者」という。）を 

落札者とする。 

７  第４条の規定は、次順位者の入札に準用する。 

（その他） 

第７条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要領は、平成２３年４月１日から実施する。 

附 則 

この要領は、平成２４年４月１日から実施する。 

附 則 

この要領は、平成２５年４月１日から実施する。 

附 則 

この要領は、平成２５年８月１日から実施する。 

附 則 

この要領は、平成２６年４月１日から実施する。 

附 則 

この要領は、平成２８年１０月１日から実施する。 

附 則 

この要領は、平成２９年１０月１日から実施する。 

附 則 

この要領は、令和元年１０月１日から実施する。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から実施する。 

附 則 

この要領は、令和４年１月１日から実施する。
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附 則 

この要領は、令和４年５月１日から実施する。 
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様式第１号（第６条関係） 

 

低入札価格調査に係る書類の提出について 

 

 

年  月  日  

 

  下記の工事について、低入札価格調査制度実施要領第６条に基づき、別添のとお

り資料等を提出します。なお、各資料の記載内容は事実と相違ないことを確約しま

す。 

 

記 

 

１ 工 事 名                    

 

２ 履行場所                    

 

３ 開 札 日 

 

 

（宛先）富士見市長   

 

所在地又は住所 

商号又は名称 

                     氏     名             
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様式第２号（第６条関係） 

当該価格で入札した理由 

工 事 名 

履行場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．当該価格で入札した理由を、労務費、手持ち工事の状況、契約対象工事現場と当該入札者の事務所・倉庫

等との関係、手持ち資材の状況、手持ち機械の状況、下請予定業者の協力等の面から記載する。 

２．直接工事費、共通仮設費、現場管理費又は一般管理費の各費目別に、自社が入札した価格で施工可能な理

由を具体的に記載する。 
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様式第３号（第６条関係） 

直接工事費に係る内訳明細書 

工 事 名 

履行場所 

 

工事区分・工種・種別・細別 規格 単位 数量 
単 価 

（円） 

金 額 

（円） 

備 考 

 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

直接工事費計   

入札時に提出した入札金額見積内訳書の直接工事費（税抜）について、貸与した設計図書と同項目

で内訳明細書（工事区分～細別）を作成。（設計図書と項目が一致すれば自社様式可。） 
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様式第４号（第６条関係） 

共通仮設費に係る内訳明細書 

工 事 名 

履行場所 

 

工事区分・工種・種別・細別 規格 単位 数量 
単 価 

（円） 

金 額 

（円） 

備 考 

 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

共通仮設費計   

入札時に提出した入札金額見積内訳書の共通仮設費（税抜）について、より詳細な内訳明細書（工事区分～細

別）を作成。（設計図書と項目が一致すれば自社様式可。）  
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様式第５号（第６条関係） 

配置予定技術者名簿 

工 事 名 

履行場所 

 

区分 氏名 資格 取得年月日 
免許番号 

交付番号 

監理技術者     

主任技術者     

現場代理人     

     

     

     

     

     

     

     

配置予定の監理技術者、主任技術者、現場代理人等を記入。 
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様式第６号（第６条関係） 

手持ち工事の状況（対象工事現場付近） 

工 事 名 

履行場所 

 

工事名（履行場所） 発注者名 工期 金額 元請、下請の別 

    元請・下請 

【経費削減可能額及びその根拠】 

 

 

工事名（履行場所） 発注者名 工期 金額 元請、下請の別 

    元請・下請 

【経費削減可能額及びその根拠】 

 

 

工事名（履行場所） 発注者名 工期 金額 元請、下請の別 

    元請・下請 

【経費削減可能額及びその根拠】 

 

当該工事現場付近（半径10km 程度）の手持ち工事（公共工事、民間工事は問わない。）のうち、当該工事の工

事費の縮減に寄与するものを記載する。また、当該手持ち工事が当該工事のどの経費をいくら縮減できるかを

根拠を含めて記載する。 
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様式第７号（第６条関係） 

手持ち工事の状況（対象工事関連） 

工 事 名 

履行場所 

 

工事名（履行場所） 発注者名 工期 金額 元請、下請の別 

    元請・下請 

【経費削減可能額及びその根拠】 

 

 

工事名（履行場所） 発注者名 工期 金額 元請、下請の別 

    元請・下請 

【経費削減可能額及びその根拠】 

 

 

工事名（履行場所） 発注者名 工期 金額 元請、下請の別 

    元請・下請 

【経費削減可能額及びその根拠】 

 

当該工事と同種又は同類の手持ち工事（公共工事、民間工事は問わない。）のうち、当該工事の工事費の縮減

に寄与するものを記載する。また、当該手持ち工事が当該工事のどの経費をいくら縮減できるかを根拠を含め

て記載する。 
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様式第８号（第６条関係） 

契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係 

工 事 名 

履行場所 

 

案内図 

理由 

調査対象者の事務所、倉庫等のうち、当該工事の工事費の縮減に寄与するものについて記載する。当該事務

所、倉庫、資材保管場所等が近距離に存在することにより、当該工事に関する現場事務所、倉庫、資材保管

場所等に係る営繕費や資機材の運搬費、通信交通費、事務用品費など、どの経費をいくら縮減できるかを根

拠を含めて記載する。 
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様式第９号（第６条関係） 

下請予定業者等一覧表 

工 事 名 

履行場所 

工 期 年  月  ～  年  月 入札金額（税抜き） 

 

 
担当工事内容 会社名 工期 

経費内訳 

資材 機械 労務 その他 計 

下
請
工
事 

    ～      

   ～      

   ～      

   ～      

 

 納入内容 会社名 納期 見積額 

資
材 

    年 月～ 年 月  

  年 月～ 年 月  

  年 月～ 年 月  

  年 月～ 年 月  

 

 リース内容 会社名 リース期間 見積額 

機
械
リ
ー
ス 

    年 月～ 年 月  

  年 月～ 年 月  

  年 月～ 年 月  

  年 月～ 年 月  

 

 労務内容 会社名 期間 見積額 

労
務 

    年 月～ 年 月  

  年 月～ 年 月  

  年 月～ 年 月  

  年 月～ 年 月  

 

 内容 会社名 期間 見積額 

交
通
誘
導
員 

    年 月～ 年 月  

  年 月～ 年 月  

  年 月～ 年 月  

  年 月～ 年 月  

下請工事業者、資材納入業者、機械リース業者、交通誘導員派遣業者等について記入 
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様式第１０号（第６条関係） 

手持ち資材の状況 

工 事 名 

履行場所 

 

品名 規格・形式 単位 手持ち数量 

本工事での

使用予定量 

単価 

（原価） 

調達先 

（時期） 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

当該工事で使用する予定の手持ち資材について記載する。 

 



16 

様式第１１号（第６条関係） 

資材購入予定先一覧 

工 事 名 

履行場所 

 

工  種 

種  別 

品 名 

規 格 

単 

位 

数 

量 

単 

価 

購入先 

業者名 所在地 

入札者との関係

（取引年数） 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

購入予定業者から資材の納入を受ける際の支払予定の金額で、当該業者の取引実績のある単価以上の金額等 

合理的かつ現実的なものを記載する。 
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様式第１２号（第６条関係） 

手持ち機械の状況 

工 事 名 

履行場所 

 

工事・種別 機械名称 

規格・形式・

能力・年式 

単

位 

数量 メーカー名 

単価 

（原価） 

専属的使

用予定数 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

当該工事で使用する予定の手持ち機械について記載する。 
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様式第１３号（第６条関係） 

機械リース元一覧 

工 事 名 

履行場所 

 

工事・種別 機械名称 

規格・形式・

能力・年式 

単 

位 

数 

量 

メーカ 

ー名 

単 

価 

リース元名 

業者名 所在地 

入札者との関係

（取引年数） 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

購入予定業者から資材の納入を受ける際の支払予定の金額で、当該業者の取引実績のある単価以上の金額等 

合理的かつ現実的なものを記載する。 
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様式第１４号（第６条関係） 

労務者の確保計画 

工 事 名 

履行場所 

 

工 種 職 種 単 価 員 数 下請け会社名等 

        

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

自社労務者と下請け労務者を区分して記入。労務単価も記入する。 
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様式第１５号（第６条関係） 

過去に施工した同種の公共工事名及び発注者 

工 事 名 

履行場所 

 

発注者 工事名 工期 予定価格 落札額 

低入札調査

対象の有無 

工事成績評点 
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様式第１６号（第６条関係） 

 

建設副産物の搬出地 

 

建 設 副 産 物 受け入れ予定箇所 受け入れ価格 

コンクリート塊   

   

アスファルト・コンクリート塊   

   

建設発生木材   

   

建設発生土   

   

・当該工事で発生する、すべての建設副産物について記入してください。 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

※ 当該工事で発生する全ての建設副産物について記入してください。見積書の写しを添付してください。 
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様式第１７号（第６条関係） 

 

誓 約 書 

 

    年  月  日  

 

私が下記の工事の入札において申込みを行った金額は、調査基準価格を下回り、

低入札価格調査の対象となりましたが、下請予定業者や資材納入予定業者などの見

積金額を故なく減額するなど下請予定業者等にしわ寄せすることは致しません。 

また、工事の施工に当たっては、品質、安全等の確保に万全を期し、粗雑工事は

行いません。 

以上のとおり誓約します。 

 

記 

 

１ 工 事 名 

 

２ 履行場所 

 

３ 申込みに係る金額（税込） 

 

 

 

（宛先）富士見市長 

 

 

所在地又は住所 

商号又は名称 

                     氏     名             
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様式第１８号（第６条関係） 

低入札価格調査書 

事   項 調査月日 調査結果等 

①低入札価格調査に係る書類の提出について（様式第１号）   

②当該価格により入札した理由（様式第２号）   

③直接工事費に係る内訳明細書（様式第３号）   

④共通仮設費に係る内訳明細書（様式第４号）   

⑤配置予定技術者名簿（様式第５号）   

特
別
な
事
由
に
よ
り
、
資
材
等
の
調
達
が
で
き
る
と

の
主
張
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
そ
の
適
否 

⑥手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（様式第６号）   

⑦手持工事の状況（対象工事関連）（様式第７号）   

⑧契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関連（様式第８号）   

⑨下請予定業者等一覧（様式第９号）   

⑩手持ち資材の状況（様式第１０号）   

⑪資材購入予定先一覧（様式第１１号）   

⑫手持ち機械数の状況（様式第１２号）   

⑬機械リース元一覧（様式第１３号）   

⑭労務者の確保計画（様式第１４号）   

⑮過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（様式第１５号）   

⑯建設副産物の搬出地（様式第１６号）   

⑰誓約書（様式第１７号）   

⑱ その他 

経営状況の確認   

建築業法違反の有無   

賃金不払の状況   

下請代金の支払遅延状況   

その他   

【審査結果】 

① 適合した履行がされると認められる。 

② 適合した履行がされないおそれがあると認められる。 

【理由】 

 

 
  年  月  日午前・後  時 において審査した結果は、上記のとおりです。 

 
 
  年  月  日 

 
（１）入札執行担当課長  総 務 課     氏名            
 
（２）工事発注課長    ○ ○ 課     氏名           


